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平成２８年（２０１６年）招集大阪狭山市議会定例会 

１２月定例月議会提出議案等の概要（市長提出分） 

 

諮問第 ４号  人権擁護委員の候補者の推薦について 

人権擁護委員を１人増員することに伴い、宮﨑 加代子 氏を人権擁

護委員の候補者として法務大臣に推薦するにあたり、人権擁護委員法

第６条第３項の規定により、議会の意見を求めるもの 

 

議案第７０号  固定資産評価審査委員会の委員の選任について 

固定資産評価審査委員会の委員 加藤 慶子 氏の任期が平成２９年

１月９日で満了することに伴い、改めて同氏を委員に選任するため、

地方税法第４２３条第３項の規定により、議会の同意を求めるもの 

 

議案第７１号  大阪狭山市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

市民から見てよりわかりやすく、より市民の立場に立って行政需要

の変化に柔軟かつ迅速に対応できる組織体制の確立をめざし、平成 

２９年４月１日から組織の再編や統合などの機構改革を実施するた

め、所要の改正を行うもの 

 

議案第７２号  職員の退職手当に関する条例並びに大阪狭山市水道企業及び下水

道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する

条例について 

平成２９年１月１日施行の雇用保険法等の一部を改正する法律に

より、６５歳以上の者への雇用保険の適用が拡大されることに伴い、

改正前の雇用保険法による「高年齢継続被保険者」が雇用保険の適用

対象外であった６５歳以降に新たに雇用される者を含めて「高年齢被

保険者」に改められたこと、及び従前の「広域求職活動費」に代わり、

就職の面接時に子どもの一時預かりを利用する費用等も支給対象と

する「求職活動支援費」が新設されたことから、同法の規定を引用す

る２条例について所要の改正を行うもの 
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議案第７３号  大阪狭山市農業委員会の委員の定数条例について 

 平成２８年４月１日施行の農業協同組合法等の一部を改正する等

の法律による農業委員会等に関する法律の一部改正により、農業委員

会の委員に関して、公職選挙法の準用による公選制及び農業団体等か

らの推薦による選任制が廃止され、市町村長による任命制となったこ

とから、現行の大阪狭山市農業委員会の選挙による委員の定数条例を

廃止し、新たに本条例を制定するもの 

 

議案第７４号  大阪狭山市議会議員又は大阪狭山市長の選挙における選挙運動用

自動車の使用の公営に関する条例等の一部を改正する条例につい

て 

平成２８年４月８日施行の公職選挙法施行令の一部を改正する政

令により選挙公営に係る公費負担限度額が引き上げられたことに伴

い、関係する３条例について、①議員及び市長の選挙運動用自動車の

レンタル料・燃料費に係る公費負担限度額の引上げ、②議員及び市長

の選挙運動用ポスター作成単価等の引上げ、③市長の選挙運動用ビラ

作成単価の引上げなど、所要の改正を行うもの 

 

議案第７５号  大阪狭山市放課後児童会条例の一部を改正する条例について 

放課後児童会負担金については、本市と放課後児童会に入会する児

童の保護者との契約行為に基づくものであることから私債権として

取り扱っているところ、本条例中の文言について私債権としての取扱

いにより整合したものとするため、所要の改正を行うもの 

 

議案第７６号  平成２８年度（2016 年度）一般会計補正予算（第６号）について 

        地球温暖化対策実行計画の大幅な強化・拡充を図るため、国の補助

金を活用して、市内公共施設の現状調査を行い、設備等の省エネル

ギー計画を策定するための経費で、歳入歳出それぞれ１，０４９万６

千円の増額補正をするもの 
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議案第７７号  平成２８年度（2016 年度）一般会計補正予算（第７号）について 

        主に（仮称）さやま西こども園用地拡張事業費、市内橋りょう修繕

事業費、障がい者自立支援給付費などで、歳入歳出それぞれ１億 

１１５万６千円の増額補正をするもの 

 

議案第７８号  平成２８年度（2016 年度）介護保険特別会計（事業勘定）補正予算

（第２号）について 

        介護保険法の一部改正により新設される介護予防・日常生活支援総

合事業の利用者負担額が高額介護予防サービス相当費等の対象と 

なったこと、及び介護保険法施行令の一部改正により保険料段階の判

定に用いる所得指標が見直されたことに対処するためのシステム改

修費で、歳入歳出それぞれ４７４万２千円の増額補正をするもの 

 

議案第７９号  平成２８年度（2016 年度）東野財産区特別会計補正予算（第２号）

について 

        大阪狭山市財産区地域公共事業等交付金交付要綱に基づき、地域公

共事業を執行するため、歳入歳出それぞれ５６０万６千円の増額補正

をするもの 

 

議案第８０号  平成２８年度（2016 年度）下水道事業会計補正予算（第１号）につ

いて 

平成２８年４月１日から本市の公共下水道事業に地方公営企業法

を適用したことに伴い、特別損失として貸倒引当金３１万６千円を増

額補正し、未収金８，３４５万９千円を１億６２５万８千円に改め、

未払金４，３３２万円を５，９７３万４千円に改めるもの 

 

 


